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１．はじめに 

「交通」を巡る問題は、モータリゼーションの進展に

伴い年々深刻さを増しており、公共交通の利用者減少や、

地球温暖化をはじめとする環境問題にも大きな影響を及

ぼしている。 

公共交通の利用者減少の例としては、我が国における

乗合バスが挙げられる。クルマ利用者の増加に伴い道路

整備や幅員拡張がなされ、それによりさらなるクルマ利

用者が増加する。「クルマ利用者の増加⇒それに伴う環

境づくり⇒さらなるクルマ利用者の増加」というスパイ

ラルが、近年の我が国におけるモータリゼーションの進

展の構造である。一方では、乗合バスの利用者減少によ

るバス事業者の収入減少という負のスパイラルが展開さ

れ、現在の乗合バスの利用者減少・経営悪化に陥ってい

る。これにより、依然としてバス利用に対する需要はあ

るものの適切なバスサービスが提供されていない状況が

生じ、特に過疎化や高齢化が進む地域において大きな問

題となっている。 

これらの交通に関わる問題を解決する手法として、「モ

ビリティ・マネジメント」1）（以下、ＭＭと略記）が近

年、様々な地域において施行され、成果を上げている。

コミュニケーションによって、人々の行動は、変容しう

るとされており、ＭＭには自発的な行動変容を導くため

のプロセスに応じて、様々なコミュニケーション手法が

存在している。過去の事例では、ＭＭを展開していく際

には、対象者や対象地域に応じて手法を組み合わせ、一

連のコミュニケーションプログラムとして実施すること

で効果を示してきた。しかしながら、各手法や、定型的

なコミュニケーションプログラムのメリットやデメリッ

トについて議論されているものの、実際にそれぞれの手

法を同一地域（同一の交通サービスを享受すると考えら

れるエリア）において実施した例はなく、その効果の検 
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証は十分とは言えない。 

そこで本研究では、北海道石狩郡当別町においてＭＭ

の手法の組み合わせを変えてコミュニケーションプログ

ラムを実施し、その効果を検証するとともに、コミュニ

ティバスの利用促進を実施する。 

 

２．対象地域の概況 
2.1 地域概況 
北海道石狩郡当別町は人口 19,982 人（平成 17 年）

を擁し、石狩平野のほぼ中央部に位置し、札幌市・石狩

市・江別市・新篠津村・月形町・浦臼町・新十津川町に

接している。また、面積は 422.71km2 で、東西に

26km、南北に 47km と地形は南北に細長く、北部には

山林地帯、南部には農地や住宅地が広がる平坦地で、町

の南北を石狩川の支流である当別川が貫流している。年

間の最高気温は 29.8 度、最低気温は－21.5 度、累計降

雪深は 599cm と道内でも寒冷で積雪の多い地域となっ

ている。 
2.2 交通概況 2） 

平成 17 年まで、当別町には、当江線と青山線の 2 つ

のバス路線しか存在せず、地域住民の生活交通は整備さ

せているとは言えなかった。そこで平成 17 年度に「当

別町バス交通体系調査事業」による基礎調査がおこなわ

れた。その調査によって、同町に存在する、民間バス、

スクールバス、福祉バス等を一元化することにより、合

理的かつ効率的な運行路線・ダイヤの構築による運行経

費の削減と地球環境への負担の軽減、地域住民への新た

な生活交通手段の提供等、バス交通体系のあり方につい

ての課題とこれに対する対策が一定程度明らかにされて

いる。また同町では、この結果を基に、平成 18 年 4 月

より、低コストで利便性の高い路線バスの実現に向けた

実証運行を行っている。さらに平成 19 年度には実証実

験運行が延長され、前年度に実施されたアンケート調査

の結果をもとに、ダイヤ・路線が変更された。 
当別町コミュニティバスは、平成19年4月1月より

2年目の実証運行が開始され、同コミュニティバスには

「当別ふれあいバス」という愛称が設けられており、

「市街地循環線」「西当別・あいの里線」「金沢線」

「青山・みどり野線」「買い物バス線」の5路線（図



1）で運行されている。また、運賃は全路線一律で1回

200円となっている。  

 
図1 バス路線図 

 
３．調査概要 
3.1 調査フロー 

フロー図に示すように、平成 19 年 10 月 1 日に第一

回調査を行い、当別町コミュニティバスの路線・ダイヤ

が改正された後に調査票を回収した。第一回アンケート

調査において、第二回アンケート調査の協力者を募り、

承諾を得た方にのみ 1 月 28 日に第二回調査を実施した。

また、2 回の調査結果を踏まえ効果検証を実施した。効

果の検証方法として、交通状況および、実際のコミュニ

ティバス利用者の変化を確認した。 
 

1。第一回調査 
平成 19 年 10 月 1 日、当別町の広報配布と

同時に「依頼文」「調査票」「『かしこい

クルマの使い方』パンフレット」を配布 
↓              ↓ 

2。路線・ダイヤ改正 同年 10 月 15 日にコミュニティバスの路

線・ダイヤが改正 
↓              ↓ 

3。調査票回収 同年 11 月 2 日に第一回調査で配布した

「調査票」のみ回収 
↓              ↓ 

4。第二回調査 
第一回調査において、第二回アンケートの

協力者を募り、承諾を得た方のみ調査（平

成20年1月28日～2月8日） 
↓              ↓ 

5。効果検証 ・交通状況 
・バスの利用者数 

図2 調査フロー図 

3.2 調査手法 
本調査では、手法毎の効果を検証するために、公共交

通のサービスがある程度、差異がないと考えられるエリ

アに居住する住民については、コミュニケーション方法

を図 3 に示すように、分類し、調査を実施した。以下

に、コミュニケーション手法の組み合わせと設定した各

郡の説明を記載する。なお、その他地域においては、行

動プラン法を実施した。 
 

 
図3 コミュニケーション手法の組み合わせ 

 
1) 事実情報提供法群 

事実情報提供法群とは、対象者に対し、事実情報提

供法のみを行う群を意味している。本調査において、当

別町コミュニティバスの路線図や時刻表、運賃や定期券

の値段や購入場所、バスの乗り方をパンフレットとして

提示することを事実情報提供法と位置づけた。配布パン

フレットの一例を図4に示す。 

 

図4 バス路線図・時刻表等 

 2) アドヴァイス法①群 
アドヴァイス法①群とは、対象者に対し、事実情報

提供法、アドヴァイス法、フィードバック法を行う群を

意味している。本調査において、対象者に記入してもら

った交通日記をもとに、各人にたいして、自動車の代わ

りに他の手段を使うとしたら、どのような交通手段があ

るか、その交通手段はどのようなものか、その出発時刻

や経路は何か、という細かい情報を診断カルテにして提

供する方法をアドヴァイス法と位置づけた。また、交通

日記をもとに、自己の移動における排出 CO2 や消費し

たガソリン量、消費したカロリーを情報とし、診断カル

テにして提供する方法をフィードバック法と位置づけた。 
3) アドヴァイス法②群 

アドヴァイス法①と②は、アドヴァイスの度合いを

変化させるために、設置した。①は簡易なアドヴァイス

（クルマを過度に利用しない方法を示す）②は詳細なア

ドヴァイス（被験者の住所・交通行動から特徴を見出し、

具体的なアドヴァイスプラン等を示す）を意味する。

（図5） 
4) フィードバック法群 



フィードバック法群とは、対象者に対し、事実情報

提供法、フィードバック法を行う群を意味している。ア

ドヴァイス法群におけるフィードバック法と異なる点は、

アドヴァイス法群は、3 日間の交通日記からフィードバ

ック情報を提供するのに対し、フィードバック法群は、

日別行動記録よりフィードバック情報を得て、診断カル

テ（図6）として提供した。 

 
図5 アドヴァイス法の診断カルテ 

 
図6 フィードバック法の診断カルテ 

5) 行動プラン法群 
行動プラン法群とは、対象者に対し、事実情報提供

法および行動プラン法を行う群を意味している。本調査

において、当別町コミュニティバスを利用する方法や時

間を実際に考え、調査票（図 7）に記入してもらうこと

を行動プラン法と位置づけた。 
普段の移動の中で少しでもクルマを利用している方にお聞きします。
まず、同封の「路線図・時刻表・買い物バス案内」をご一読ください。

①

②

③

④

⑤

⑥

当別町コミュニティバスを利用できますか？
□ すでに利用している □ 利用できる

記入もしくは、□に　　　（チェック）をつけてください。

どのような目的で利用しますか？（利用していますか？）
例を参考に回答欄にご記入ください。

例1:朝、会社へ行くとき 例2:夕方、ラルズへ行くとき

回答欄

②の目的でコミュニティバスを利用する場合、
具体的にどのバス停を利用しますか？路線図・時刻表
を参考に 乗車バス停 降車バス停をお答えください。

乗車バス停 降車バス停

④の行動を実行してみようと思いますか？
（現在、実行している方は次のページへ）

□ 全然思わない

□ 少し思う

□ 思う
⑥へ

次のページへ

いつ頃なら、実行できそうですか？
例を参考に回答欄にご記入ください。

例1:明日 例2:来週の月曜 例3:○月○日

回答欄

②の目的でコミュニティバスを利用し、③のバス停で乗降する場合の具体的な行動をお考えください。

記入例を参考にし、 をお答えください。

記入例

15:00 15:10 15:20
15:30

時刻は時刻表を参考にしてください。

□ 難しいが、利用できる □ 絶対、利用できない

 
図7 行動プラン調査票 

なお、調査票記入に伴う被験者負担が大きい「アドヴァ

イス法群」「フィードバック法群」は、回収率が低くな

ると考えられる。そこで返信のインセンティブとして、

回答者（氏名および住所の記入がある回答者）に対して

は、コミュニティバスの無料チケット「無料おためし

券」（2 枚）を後日郵送配布することとし、その旨を依

頼文に記載した。 
3.3 第1回調査概要 
 第1回調査概要を以下に示す。 
  ‐実施期間：平成19年10月1日～11月2日 
  ‐配布方法：当別広報誌の配布時に同封 
  ‐回収方法：郵送回収 

表1 群毎の配布数と回収数 

 世帯配布数 
（世帯） 

世帯回収数 
（世帯） 

世帯 
回収率 

事実情報提供法群 200 19 10％ 
アドヴァイス法群 2419 135 6％ 
フィードバック法群 606 71 12％ 
行動プラン法群 

（市街地循環線エリア） 806 93 12％ 

行動プラン法群 
（市街地循環線エリア外） 3403 514 15％ 

合計 7434 832 11％ 

表2 第1回調査設問 

調査内容 

・コミュニティバスの利用状況および認知度 
・コミュニティバスへの不満 
・目的別の移動手段 
・配布パンフレットの熟読度 
・交通に対する意識 
・コミュニティバス利用の行動意図及び実行意図 
・交通日記、日別交通行動、行動プラン（対象者ごとに異なる） 

3.4 第2回調査概要 
 第2回調査概要を以下に示す。 
  ‐実施期間：平成20年1月28日～2月8日 
  ‐配布方法：郵送配布 
  ‐回収方法：郵送回収 

表3 群毎の配布数と回収数 

 配布数 
（通） 

回収数 
（通） 回収率 

事実情報提供法群 5 2 40% 
アドヴァイス法群 101 58 57% 
フィードバック法群 50 32 64% 
行動プラン法群 

（市街地循環線エリア） 29 19 66% 

行動プラン法群 
（市街地循環線エリア外） 197 116 59% 

合計 390 229 59% 

表4 第2回調査設問 

調査内容 

・コミュニティバスの利用状況 
・目的別の移動手段 
・配布パンフレットの熟読度 
・診断カルテの熟読度（対象者により異なる） 
・交通に対する意識 
・コミュニティバス利用の行動意図及び実行意図          

 

４．効果計測 

4.1 行動データによる検証 
 行動データによる効果の検証として、被験者のアンケ

ート調査結果から、買い物時と通院時の代表交通手段の

比較を行う。 
 図 8 には、買い物時の全群の事前の結果と各群の事

後の結果を示し、同様に、図 9 には、通院時の全群の

事前の結果と各群の事後の結果を示す。なお、事実情報

提供群は回収サンプルが著しく少ないため分析対象から

除外した。 



 図 8、図 9 より、行動プラン法群は直接的に公共交通

利用への変容が認められ、また、詳細アドヴァイス法群

は、自動車利用抑制の効果が認められた。 
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図8 買い物時の代表交通手段 
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図9 通院時の代表交通手段 

4.2 コミュニティバス利用者データによる検証 
コミュニティバスの利用者数によるＭＭの効果の検

証方法を説明する。 
本調査におけるＭＭ実施が 10 月中旬であることから、

その前後の月、つまりＭＭ実施前の 9 月とＭＭ実施後

の 11 月におけるコミュニティバス利用者数を比較する

ことで、ＭＭによるバス利用者の増減を把握できると考

えられる。しかし、ここでの問題点として、9 月から

11 月の利用者の増減を説明するものが、ＭＭ実施の効

果だけでなく、冬期による要因を含んでいることがある。

すなわち、 
（コミバスの利用者増）＝（「ＭＭの要因」による利用

者増）＋（「冬期の要因」による利用者増） 
が成り立つ。つまり、「ＭＭの要因」による利用者増を

把握するためには、同時に「冬期の要因」による利用者

増を把握しなければならない。 
ここで、ＭＭが行われていない昨年度（平成 18 年

度）の 9 月から 11 月のコミバス利用者の増減は単純に

「冬期の要因」であることから、これを比較対象とする

ことで「ＭＭの要因」を検出できると考えられる。すな

わち、(本年度（平成 19 年度）の「冬期の要因」による

利用者増)≒(昨年度（平成 18 年度）の「冬期の要因」

による利用者増)を前提として、 
（「ＭＭの要因」による利用者増）＝ 
（本年度のコミバスの利用者増）－（昨年度「冬期の要

因」による利用者増）･･･式(1) 
が成り立つ。 

下表に平成 18 年度及び平成19 年度の 9 月、11 月の

コミュニティバスの利用者数を示す。 
表5 コミュニティバスの利用者数 

平成18 年度 平成19 年度 
 

9 月 11 月 9 月 11 月 

全路線利用者数（人） 10967 11867 9474 12209 

平日日数（日） 20 20 18 21 

休日日数（日） 10 10 12 9 

全路線利用者数／運行便数

(人/便） 
5.17 5.60 4.93 5.86 
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図10 Ｈ19コミバス利用者数 
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図11 Ｈ19コミバス利用者数

平成 18 年度における 9 月から 11 月のコミバス利用

者の増加数、つまり（「冬期の要因」による利用者数の

増加）は 0.42 人/便（900 人）である。また、平成 19
年度における 9 月から 11 月のコミバス利用者の増加数、

つまり（「ＭＭの要因」による利用者数の増加）＋

（「冬期の要因」による利用者数の増加）は 0.92 人/便
（1835人）である。 
よって式(1)より、 
「ＭＭの要因」による利用者増＝0.92－0.42＝0.5人/便 
となる。 

この結果、コミュニティバスの利用者増加の理由と

して「ＭＭの要因」のほうが「冬期の要因」より大きい

ことが分かる。この結果はあくまで、平成 18 年度の増

加が「冬期の要因」のみによってもたらされたものであ

り、平成 19 年度の増加が「冬期およびＭＭの要因」の

みによって起こり、なおかつ「冬期の要因」は双方にお

いて同等の効果をもたらすという仮定のもとで導かれる

ものであり、実状はより複雑な要因を含んでいる。しか

しながら、ＭＭがコミュニティバスの利用者増加に寄与

していることは明らかであり、その効果は「冬期の要

因」と同等の利用者増加をもたらすと考えられる。 
 
５．おわりに 

 本研究では、ＭＭの手法の組み合わせを変えてコミュ

ニケーションプログラムを実施し、その効果を検証した。

今後は、被験者の負担や実施コスト等を考慮し、追加の

分析を実施する。 
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